






























































































































































































































神奈川大学心理・教育研究論集　第 39 号（2016 年 3 月 20 日）
あれば，他の法律による成年者としての年齢も
１８歳とするべきことになる。先にも指摘した
が，未成年者に選挙権が与えられていない理由
として「未成年者は身心ともにいまだ発達の途
上にあり，成人に比し判断力も未熟であるた
め，参政権の制限 （憲法１５条三項，公選法９
条・１０条）や民法上の行為能力の制約等があ
る。」 と説明されている。満１８歳に選挙権を
与えたのはすでに成人としての判断力があると
考えられたと言うことであるから，民法上も行
為能力があるとしなければ法的な整合性がとれ
なくなる。したがって，少年法等の法律につい
ても改正を議論するのは当然であろう。
　民法の商行為等で１８歳以上が成人となれ
ば，消費者教育の指導がより必要になる。現代
社会や政治経済の「消費者問題と消費者保護」
の単元の指導も充実されなければならないだろ
う。少年法については法務省の勉強会で日本弁
護士連合会子どもの権利委員会の弁護士は，「選
挙権年齢が１８歳以上に引き下げられるからと
言って，これに合わせることに合理性はない」
と，引き下げに反対したと報じられているが，
説得力のある主張だろうか。少年法改正の１８
歳への引下げの方向性が強いように思う。政治
的判断力はあるが，善悪の判断力は１８歳には
未熟であるとの論理は全く説得力を欠く。むし
ろ，憲法学習での人身の自由など第３１条から
第４０条の内容に時間をかけての指導がより必
要になる。
　蛇足を承知で書けば，喫煙や飲酒，いわゆる
公営ギャンブルといわれる競馬・競輪・競艇の
馬券などの購入については，高等学校での生徒
指導の実態を考えたとき，現場での多数意見
は，２０歳以上の現状維持であろうし，世論の
動向もそれを支持するであろう。成人としての
「判断力」の問題だけでなく，喫煙や飲酒には
医学的な理由からの年齢制限を満２０歳以上に
することは可能であろう。
　文部科学省は２０１５年１０月に『高等学校
等における政治的教養の教育と高等学校等
の生徒による政治的活動等について（通知）』注⑩
を出した。学校の内外を問わず高校生の政治活
動を「望ましくない」としていた１９６９年の
通知を見直し，校外での政治活動は一定条件下
で容認した内容である。１９６９年の通知は
７０年安保，ベトナム反戦，大学・高校紛争が
起こり，高校生によるデモや学園封鎖もあった
時代のものである。こうした「通知」が今日ま
で生きていることに驚きを感じる。２０１５年
の安全保障関連法の国会審議に関して国会周辺
をはじめ，全国で反対のデモがあり，若い世代
の参加があり，高校生の参加も報道されてい
る。この「通知」は１８歳以上の高校生が校外
で選挙運動をすることも可能となることにとも
なう措置である。インターネットを利用した政
治的活動等についての注意も書かれている。成
人学生と未成年の学生が混在している大学でこ
れまで，国政選挙に際して校内での選挙運動な
どの混乱が起きていないことから，そうした心
配は無いように思う。この「通知」では「学校
は，教育基本法第１４条第２項に基づき，政治
的中立性を確保することが求められるととも
に，教員については，学校教育に対する国民の
信頼を確保するため公正中立な立場が求められ
ており，教員の言動が生徒に与える影響が極め
て大きいことなどから法令に基づく制限などが
あることに留意することが必要です。」との強
調が目立っている。
　なお，当分の間，１８歳以上２０歳未満の者
は検察審査員及び裁判員の職務に就くことがで
きないこととするとされている。
５　求められるシチズンシップ教育とは
　最高裁判所裁判官の国民審査も満１８歳以上
とされる。多くの国民にとっても選挙公報とと
もに配付される最高裁判所裁判官の経歴や判決
への関わりに関す記載から罷免を可とする「×」
を記入することは難しい。無記入であれば罷免
は求めていないという意思を示すことになる。
─ 147 ─
満18歳選挙権にどう対応するか
国民審査の方法として不適当であるとした訴え
に最高裁昭和２７年２月２０日大法廷判決 は
違憲ではないとしている。しかし，東京高裁判
決昭和２９年１１月９日は，審査人は，「投票
しないことの自由を持っている」とし，
１９５５年の第３回審査以降，投票用紙を受け
取らないか，受け取った場合でも用紙を返却す
ることが可能である。注⑪ としている。こうした
ことは知られていない。高校で教えられていな
い。国民審査の用紙を受け取り，罷免を可とす
るならば「×」を，そうでなければ無記入で投
票箱に入れなさいと指導されるだけである。
　通信制高等学校で教えていた経験がある。３
分の１ぐらいが成人の生徒であった。スクーリ
ングは日曜日にあり，年間授業日程はきまって
いる。そこに衆議院議員総選挙があっても変更
はできない。投票時間の確保等の問題があるが，
その前のスクーリング時に登校前や下校後の投
票や，長時間通学などで事情があるときは授業
への出席の便宜をはかるので相談するようにな
どと呼びかけたが，何ら問題は起きてはいな
い。校内の選挙運動の心配もなかった。今回の
１８歳選挙権，実際には，そんなに心配するよ
うなことはないようである。むしろ，安易な模
擬投票や政策比較にこそ，問題があるのではな
かろうか。
　アクティブ・ラーニングを強調し，ゲームに
過ぎないディベートをさせるよりも，選挙の自
由・公正と効果的な代表を実現するためには普
通選挙，平等選挙，自由選挙，秘密選挙，直接
選挙が近代選挙制度として重要であり，その原
則がどのように実現してきたかを知識として教
え，それを理解させることがシチズンシップ教
育ではないだろうか。
  地歴科の日本史・世界史の知識も含めて，現
代社会や政治経済で学習する近代の民主政治の
確立過程，基本的人権の保障，日本国憲法の成
立過程とその内容，現代経済のしくみ，戦後経
済史と国民福祉の諸課題，国際法や国際機関，
国際経済のしくみといった事柄をしっかりと教
えること，そのことこそが主権者教育に必要な
ことではないだろうか。
[注]
①芦部信喜『憲法 （第６版）』　ｐ８８
②総務省・文部科学省１０４ページのパンフ
レット，文科省ホームページから入手可能
③公職選挙法等の一部を改正する法律　附則第
５条
④特別支援学校の高等部を含む
⑤県内高校に呼びかけて，希望する生徒の参加
で，県政をテーマに質疑をしている。
⑥「宮城県立高で安保法アンケ『政治的偏向』
と指摘も」読売新聞２０１５／１１／０５朝
刊
⑦『私たちが拓く日本の未来』 （総務省・文部
科学省）ｐ２４～２６
⑧芦部信喜『憲法 （第６版）』　ｐ８４
⑨芦部信喜『憲法 （第６版）』　ｐ２６５
⑩文科初第９３３号　平成２７年１０月２９日
　文部科学省初等中等教育局長
⑪『憲法判例百選６版』ｐ３９５
